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あとがき

ま　え　が　き

本稿の目的は，一国経済の診断に用いられる失業率やインフレーション率，経済成長率の間にあ

る相関関係を，人為的な裁量としての企業マネジメントが持つ目的・手段関係に置き換えて説明す

る可能性を探るところにある．

周知のように，フィリップス曲線やオークンの法則は，失業率やインフレーション率，経済成長

率の間には一定の相関関係があることを明らかにしている．しかし，このような統計値は，経済全

体あるいは平均として何が起こっているかを示してくれるだけで，企業や家計が何をしているかに

ついては語ってくれない 1）．フィリップス曲線やオークンの法則を足掛かりにしながら，失業率や

インフレーション率，経済成長率の間にある因果関係を，企業のマネジメント上の意思決定が持つ

1） Joseph E. Stiglitz, Economics/Joseph Stiglitz. — 2nd ed. (New York: W. W. Norton & Company, Inc., 1997), 17. 

（ジョセフ・E・スティグリッツ『スティグリッツ入門経済学』藪下史郎他訳．東洋経済新報社，1997.）
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目的・手段関係に組み替えることができるのではないか，というのが本稿の問題意識になっている．

そこで，まず，フィリップス曲線が扱っている失業とインフレーションとの関係が分析される．

そこでは，日本を代表する 1631 社の財務データ集計値を用いて，分析のための基本モデルに適合

した指標が算定され，その指標と失業率およびインフレーション率との相関分析がなされる．

つぎに，オークンの法則が対象にしている失業と経済成長との問題である．ここでも，上記の失

業とインフレーションの場合と同様に，分析のための基本モデルに適合した指標が選択され，その

指標と失業率前年差および経済成長率との相関関係が分析される．

以上二つの相関分析の結果，良好な相関関係が確認できれば，フィリップス曲線やオークンの法

則が示している失業やインフレーション，経済成長の間にある相関関係を企業マネジメントが持つ

目的・手段関係に置き換えて説明できる可能性がでてくることになる．

Ⅰ．分析のための基本モデル

まず，本稿の分析に用いられるモデルを示そう．本稿のテーマになっている経済政策上の主要な

三つの課題（失業，インフレーション，経済成長）と三つの主要な市場（生産物市場，労働市場，

資本市場）との関係を，よく知られているフィリップス曲線とオークンの法則との関連でモデル化

すれば図 1 のようになる．

図 1 を用いて基本モデルを説明すれば以下のようになる．個々の企業は，資本市場で調達した資

金を運用しながら労働市場で得た労働力と生産物市場から得た財やサービスとを結び付けることに

よって新たな財やサービスを生産し，それらを生産物市場で販売することにより付加価値を得る．

そして，個々の企業がこのようにして得た付加価値を集計すれば国民所得になる．

図 1　分析のための基本モデル
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その間，伝統的な考え方によれば，資源は，需要と供給との関係で決まる価格メカニズムによっ

て市場で配分される．しかし，R. H. Coase は，市場は価格メカニズムによって資源を配分するが，

企業もマネジメントによる人為的な裁量によって資源を配分するということを明らかにしている 2）．

また，P. A. Samuelson は，市場を過信した政策に警鐘を鳴らして，「市場には心がない．」 3），ともいっ

ている．本稿の目的は，価格メカニズムで動く心のない市場の分析を，マネジメントによる人為的

な裁量としての意思決定の観点から見直そうとするところにある．そうすることにより，市場で生

じている現象から影響を受けたり，現象を引き起こしたりする人間の裁量に直接かかわった分析が

しやすくなることが考えられる．すなわち，マックス・ウェーバー流に表現すれば，人為的な裁量

としての企業マネジメント上の意思決定が持つ目的・手段関係を介することによって，より直接的

な因果関係の分析に迫ることが期待される．

まず，失業とインフレーションとの関係である．周知のように，A. W. Phillips は，1861 ～ 1957

年におけるイギリスの失業率と名目賃金変化率とを分析し，両者の間にはトレード・オフの関係が

あることを発見した 4）．横軸に失業率をとり，縦軸に名目賃金変化率をとって両者の関係をグラフ

化したものはフィリップス曲線と呼ばれている．Phillips は名目賃金変化率を用いたが，賃金の上

昇は生産コストの上昇につながり，コスト・プッシュ型のインフレーションを引き起こす．したがっ

て，名目賃金とインフレーションとのこのような関係を踏まえて，名目賃金変化率に換えてインフ

レ率がよく用いられる．

フィリップス曲線が扱っている失業は，図 1 が示すように，労働市場で生じる問題であり，イン

フレーションは生産物市場で起こる問題である．そして，両者は直接影響しあうのではない．失業

の問題もインフレーションの問題も企業のマネジメントに影響し，両問題の解決には企業のマネジ

メントの人為的裁量がかかわっている．

つぎは，失業と経済成長との関係である．A. M. Okun は，1947 年第Ⅱ四半期から 1960 年第Ⅳ四

半期までのアメリカの失業率の変化と実質 GNP の成長率との間には逆相関の関係があることを発

見した 5）．この関係はオークンの法則としてよく知られている．

オークンの法則の対象になっている失業は，上記のフィリップス曲線の場合と同様に，労働市場

の問題であり，経済成長は，企業のマネジメントの人為的裁量によるアウトプットすなわち付加価

値の成長を意味している．失業問題と経済成長との間にも企業のマネジメントの人為的裁量がかか

わっていることになる．

上記の様な基本モデルに従って，以下，フィリップス曲線とオークンの法則とを企業のマネジメ

2） R. H. Coase, “The Nature of the Firm,” Economica 4 (November 1937): 386–405.

3） P. A. Samuelson，「平和と繁栄への教訓　戦後 60 年」『日本経済新聞（朝刊）』2005 年 8 月 3 日．8.

4） A. W. Phillips, “The Relation between Unemployment and the Rate of Change of Money Wage Rates in the 

United Kingdom , 1861–1957,” Economica, New Series, Vol. 25, No. 100 (Nov. 1958): 283–299.

5） A. M. Okun, “Potential GNP: Its Measurement and Significance,” 1962 Proceedings of the Business and Economic 

Statistics Section of the American Stastical Association.
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ントの立場から見直してみよう．そして，人為的な裁量が持つ目的・手段関係を介することによっ

て，より直接的な因果関係の分析に迫ることが可能か否かを確認してみたい．

Ⅱ．企業財務データ集計値による粗付加価値と GDP

フィリップス曲線とオークンの法則との問題に入る前に，企業財務データ集計値にもとづいて算

定した粗付加価値（以下，単に粗付加価値という）と国内総生産（GDP）で表されている国民所

得との関係をみておかなければならない．国内総生産は，一国の経済全体の生産活動によって新た

に生み出された財・サービスすなわち付加価値の合計額である．しかし，ここで用いる企業財務デー

タ集計値は集計値ではあっても，一国全体の生産活動をあらわしたものではない．そこで，まず，

粗付加価値と国内総生産との関係を確かめなければならない．

（1）粗付加価値の算定

ここで用いられるデータは，日経 NEEDS 6）の業種集計値が用いられている．ここで利用されて

いる業種集計値は単独決算ベースのもので，2007 年 8 月 1 日現在で上場（ジャスダックを除く，

マザーズ，ヘラクレスを含む）している会社のうち 1982 年 4 月期から連続してデータを取得可能な

1631 社（製造業：1022 社　非製造業：609 社）を対象にして，NEEDS 業種小分類ごとに集計してある．

また，粗付加価値の算定は次に示す日経方式にもとづいている．

粗付加価値額＝下記の①＋下記の②＋営業利益＋減価償却実施額－減価償却費（特別損失）

①　販売費および一般管理費のうち次の項目

　　役員報酬・賞与，人件費・福利厚生費，賃借料，租税公課，事業税，支払特許料

②　製造原価のうち次の項目

　　労務費・福利厚生費，賃借料，租税公課，支払特許料

（2）粗付加価値と名目 GDP

表 1 には，日経方式にもとづいて算定した粗付加価値と名目 GDP および粗付加価値が名目 GDP

に占める割合が示されている．粗付加価値が名目 GDP に占める割合は 11.94 ～ 14.30％である．ま

た，両者の相関係数は 0.969（1％水準で有意（両側））であり，非常に強い正の相関を示している．

両者の関係を散布図にしたのがグラフ 1 である．

以上の分析の結果から，粗付加価値は名目 GDP の十数パーセントにしか過ぎないが，両者の間

には非常に強い関係がみられることが分かる．

6） 以下，日経ニーズのデータや解説は NEEDS-FinancialQUEST から採られている．
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（3）粗付加価値の成長率と名目 GDP の成長率

表 1 のデータにもとづいて成長率を計算したものが表 2 に示されている．

両者の相関係数は 0.868（1％水準で有意（両側））であり，やや強い正の相関がみられる．両者

の関係を散布図にしたのがグラフ 2 である．

表 1　GDP と付加価値および付加価値が GDP に占める割合

年度 1982 年度 1983 年度 1984 年度 1985 年度 1986 年度 1987 年度

GDP（単位：10 億円） 274572.2 286278.2 306809.3 327433.2 341920.5 359508.9

粗付加価値（単位：100 万円） 38178262 40605000 43888195 45234831 44860850 47430290

粗付加価値 /GDP（％） 13.90 14.18 14.30 13.81 13.12 13.19

年度 1988 年度 1989 年度 1990 年度 1991 年度 1992 年度 1993 年度

GDP（単位：10 億円） 386736.1 414742.9 449997.1 472261.4 483837.5 480661.5

粗付加価値（単位：100 万円） 52510836 56755399 61469063 63742768 62720558 61473054

粗付加価値 /GDP（％） 13.58 13.68 13.66 13.50 12.96 12.79

年度 1994 年度 1995 年度 1996 年度 1997 年度 1998 年度 1999 年度

GDP（単位：10 億円） 491267.5 499984.2 508432.8 513306.4 503304.4 499544.2

粗付加価値 ( 単位：100 万円） 63157809 64598489 66567646 66672801 62658987 62073341

粗付加価値 /GDP（％） 12.86 12.92 13.09 12.99 12.45 12.43

年度 2000 年度 2001 年度 2002 年度 2003 年度 2004 年度 2005 年度

GDP（単位：10 億円） 504118.8 493644.7 489875.2 493747.5 498280.4 503366.8

粗付加価値（単位：100 万円） 63836844 59597465 59313629 58942037 59745013 60398574

粗付加価値 /GDP（％） 12.66 12.07 12.11 11.94 11.99 12.00

（注）GDP のデータは内閣府経済社会総合研究所より

グラフ 1　GDP と粗付加価値
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以上の相関分析の結果，名目 GDP と粗付加価値との間には，絶対額からみても，成長率から見

ても一定の強い関係がみられた．このことは，図 1 に示された基本モデルに従って分析を進めるこ

とができることを示唆している．

Ⅲ．失業とインフレーション

つぎは，失業とインフレーションとの関係である．フィリップス曲線は，失業とインフレーショ

表 2　名目 GDP の成長性と粗付加価値の成長

年度 1983 年度 1984 年度 1985 年度 1986 年度 1987 年度 1988 年度

GDP の成長率　　　（％） 4.26 7.17 6.72 4.42 5.14 7.57

粗付加価値の成長率（％） 6.36 8.09 3.07 –0.83 5.73 10.71

年度 1989 年度 1990 年度 1991 年度 1992 年度 1993 年度 1994 年度

GDP の成長率　　　（％） 7.24 8.50 4.95 2.45 –0.66 2.21

粗付加価値の成長率（％） 8.08 8.31 3.70 –1.60 –1.99 2.74

年度 1995 年度 1996 年度 1997 年度 1998 年度 1999 年度 2000 年度

GDP の成長率　　　（％） 1.77 1.69 0.96 –1.95 –0.75 0.92

粗付加価値の成長率（％） 2.28 3.05 0.16 –6.02 –0.93 2.84

年度 2001 年度 2002 年度 2003 年度 2004 年度 2005 年度

GDP の成長率　　　（％） –2.08 –0.76 0.79 0.92 1.02

粗付加価値の成長率（％） –6.64 –0.48 –0.63 1.36 1.09

グラフ 2　GDP の成長率と粗付加価値の成長率
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ンとの関係を直接扱っている．ここでは，図 1 が示すように，失業とインフレーションとの間に企

業の人為的裁量を取り込むことの可能性を探ってみよう．

（1）フィリップス曲線

まず，わが国の失業とインフレーションとの関係をみてみよう（表 3）．両者間の相関係数は

–0.801（1％水準で有意（両側））であり，やや強い負の相関を示している．

表 3　完全失業率と消費者物価上昇率

年度 1982 年度 1983 年度 1984 年度 1985 年度 1986 年度 1987 年度

完全失業率　　　（％） 2.5 2.7 2.7 2.6 2.8 2.8

消費者物価上昇率（％） 2.6 1.9 2.2 1.9 0.0 0.5

年度 1988 年度 1989 年度 1990 年度 1991 年度 1992 年度 1993 年度

完全失業率　　　（％） 2.4 2.2 2.1 2.1 2.2 2.6

消費者物価上昇率（％） 0.8 2.9 3.3 2.8 1.6 1.2

年度 1994 年度 1995 年度 1996 年度 1997 年度 1998 年度 1999 年度

完全失業率　　　（％） 2.9 3.2 3.3 3.5 4.3 4.7

消費者物価上昇率（％） 0.4 –0.1 0.4 2.0 0.2 –0.5

年度 2000 年度 2001 年度 2002 年度 2003 年度 2004 年度

完全失業率　　　（％） 4.7 5.2 5.4 5.1 4.6

消費者物価上昇率（％） –0.5 –1.0 –0.6 –0.2 –0.1

（注）データは，総務省統計局より．

グラフ 3　フィリップス曲線
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また，表 3 を散布図にしたのがグラフ 3 である．グラフをみれば，両者の関係は直線的ではなく，

フィリップス曲線にみられる曲線状になっている様子が窺える．

（2）企業の人為的裁量を表す指標

つぎは，インフレーションと失業との間に企業の人為的裁量を介在させて相関分析をすることに

なる．その際，企業の人為的裁量をどのような指標であらわすかということが問題になる．当然の

ことではあるが，企業の人為的裁量を表す指標は，分析目的に適合したものでなければならない．

まず，図 1 にもとづいて，インフレーションと企業との関係から考えてみよう．インフレーショ

ンは生産物市場で生じている．企業は生産物市場から材料などを購入し，生産物を生産物市場で販

売する．したがって，インフレーションと企業との関係を生産物市場と企業との関係に置き換えて

みると，売上高と外部購入価値額とがキー・コンセプトとして浮かび上がってくる．そして，原理

的には，生産物市場への売上高と生産物市場からの外部購入価値額との差は企業が生んだ付加価値

であるから，外部購入価値額に代えて付加価値を採用してもよいことになる．そこで，以降の分析

との関連を考慮すれば，売上高と付加価値とを企業の人為的裁量を表す指標として用いるのが合理

的だと考えられる．

つぎは，失業と企業との関係である．これも，図 1 にもとづいて考えてみれば，失業は労働市場

で起こり，労働市場と企業とは人件費で繋がっている．そして，人件費は，付加価値を構成してい

る要素の一つである．そこで，失業と企業との関係を労働市場と企業との関係に置き換えてみると

人件費と付加価値とがキー・コンセプトとして浮上してくる．

以上の考察から，売上高，付加価値および人件費が有力視されるキー・コンセプトとして浮き出

てきた．つぎは，この三つのキー・コンセプトと企業の人為的裁量との関係である．企業のマネジ

メントの立場からいえば，売上高と付加価値や人件費との相対的な関係がマネジメントの効率をみ

るうえで重要なポイントになるのはいうまでもない．

そこで，以降の相関分析においては，企業の人為的裁量を次のような指標に置き換えることにな

る．インフレーションと企業の人為的裁量との間の相関分析には，

粗付加価値／売上高（売上高粗付加価値率と呼ぶ．）

を企業の人為的裁量の指標とする．また，失業と企業の人為的裁量との間の相関分析には，

人件費／売上高（売上高人件費率と呼ぶ．）

と売上高粗付加価値率とを企業の人為的裁量の指標として用いることにする．

（3）インフレーションと売上高粗付加価値率

まず，インフレーションと企業の人為的裁量との関係をみてみよう．その際，すでに述べたよう

に，企業の人為的裁量を表す指標としては売上高粗付加価値率が用いられる．

表 4 には，消費者物価上昇率と売上高粗付加価値率とが示されている．
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消費者物価上昇率と売上高粗付加価値率との間の相関係数は –0.801（1％水準で有意（両側））で

あり，やや強い負の相関を示している．両者の関係を散布図に表したのがグラフ 4 である．

（4）失業と売上高粗付加価値率

つぎに，失業と企業の人為的裁量との関係をみてみよう．その際，すでに述べたように，企業の

人為的裁量を表す指標としては売上高人件費率と売上高粗付加価値率とが用いられる．

表 5 には，完全失業率と売上高人件費率および売上高粗付加価値率とが示されている．

表 5 によれば，完全失業率と売上高人件費率との間の相関係数は 0.744（1％水準で有意（両側））

表 4　消費者物価上昇率と売上高粗付加価値率

年度 1982 年度 1983 年度 1984 年度 1985 年度 1986 年度 1987 年度

消費者物価上昇率　（％） 2.6 1.9 2.2 1.9 0.0 0.5

売上高粗付加価値率（％） 15.21 15.57 15.59 15.48 16.67 16.85

年度 1988 年度 1989 年度 1990 年度 1991 年度 1992 年度 1993 年度

消費者物価上昇率　（％） 0.8 2.9 3.3 2.8 1.6 1.2

売上高粗付加価値率（％） 17.09 16.07 16.35 16.72 17.01 17.50

年度 1994 年度 1995 年度 1996 年度 1997 年度 1998 年度 1999 年度

消費者物価上昇率　（％） 0.4 –0.1 0.4 2.0 0.2 –0.5

売上高粗付加価値率（％） 18.04 18.24 18.58 18.72 19.20 19.64

年度 2000 年度 2001 年度 2002 年度 2003 年度 2004 年度

消費者物価上昇率　（％） –0.5 –1.0 –0.6 –0.2 –0.1

売上高粗付加価値率（％） 19.70 19.57 19.80 19.90 19.37

（注）消費者物価上昇率は総務省統計局より．また，売上高粗付加価値率は日経 NEEDS のデータを加工したもの．

グラフ 4　消費者物価上昇率と売上高粗付加価値率
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であり，やや強い正の相関を持っている．また，完全失業率と売上高粗付加価値率との相関係数は

0.868（1％水準で有意（両側））で，完全失業率と売上高人件費率との間の関係よりも強い正の相

関がみられる．完全失業率と売上高人件費率および完全失業率と売上高粗付加価値の散布図はグラ

フ 5 およびグラフ 6 に示されている．

以上の相関分析の結果，失業と企業の人為的裁量との関係をみるのに，企業の人為的裁量を表す

表 5　失業率・売上高人件費率・売上高粗付加価値

年度 1982年度 1983年度 1984年度 1985年度 1986年度 1987年度 1988年度

完全失業率　　　　（％） 2.5 2.7 2.7 2.6 2.8 2.8 2.4

売上高人件費率　　（％） 7.49 7.61 7.40 7.57 8.43 8.26 8.08

売上高粗付加価値率（％） 15.21 15.57 15.59 15.48 16.67 16.85 17.09

年度 1989年度 1990年度 1991年度 1992年度 1993年度 1994年度 1995年度

完全失業率　　　　（％） 2.2 2.1 2.1 2.2 2.6 2.9 3.2

売上高人件費率　　（％） 7.61 7.76 8.14 8.63 9.10 9.18 9.22

売上高粗付加価値率（％） 16.07 16.35 16.72 17.01 17.50 18.04 18.24

年度 1996年度 1997年度 1998年度 1999年度 2000年度 2001年度 2002年度

完全失業率　　　　（％） 3.3 3.5 4.3 4.7 4.7 5.2 5.4

売上高人件費率　　（％） 9.29 9.44 10.05 9.94 9.63 10.03 9.85

売上高粗付加価値率（％） 18.58 18.72 19.20 19.64 19.70 19.57 19.80

年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度

完全失業率　　　　（％） 5.1 4.6 4.3 4.1

売上高人件費率　　（％） 9.78 9.04 8.43 7.86

売上高粗付加価値率（％） 19.90 19.37 18.55 17.54

（注）完全失業率は総務省統計局より．また，売上高人件費率と売上高粗付加価値率とは日経 NEEDS のデータ

を加工したもの

グラフ 5　失業率と売上高人件費率
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指標としては売上高人件費率と売上高粗付加価値率との両者が利用可能であることが分った．しか

し，フィリップス曲線が問題にしているインフレーションと失業との間に入る指標としては，売上

高粗付加価値率が目的にかなっていることになる．なぜなら，インフレーションと企業の人為的裁

量との関係をみるときには，売上高粗付加価値率のみが指標として用いられているからである．

Ⅳ．失業と経済成長

後は，失業と経済成長との関係である．オークンの法則は，失業と経済成長との関係を直接扱っ

ている．ここでは，図 1 が示すように，失業と経済成長との間に企業の人為的裁量を取り込むこと

を考えてみよう．

（1）オークンの法則

まず，わが国の失業と経済成長との関係をオークンの法則の観点からみてみよう（表 6）．ただし，

GDP の実質化方式が固定基準年方式から連鎖方式へと変更され，比較可能な実質経済成長率が

1995年度以降のものなので 7），失業率のデータもそれに対応させている．両者間の相関係数は –0.707

（5％水準で有意（両側））であり，やや強い負の相関を示している．

また，表 6 の関係を散布図にしたのがグラフ 7 である．

グラフ 6　失業率と売上高粗付加価値率

7） 斎藤太郎「GDP 統計の空白問題」『エコノミストの眼』（ニッセイ基礎研究所，2005 /01 /24 号）：http://

crystal.nli-research.co.jp/report/econo_eye/2004/nn050124.html; アクセス日 2007 年 10 月 11 日．
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（2）企業の人為的裁量を表す指標と相関分析

つぎは，オークンの法則が対象にした実質経済成長率と失業率の変化との間に企業の人為的裁量

を介在させて相関分析をすることになる．その際，フィリップス曲線の場合と同様に，企業の人為

的裁量をどのような指標であらわすかということが問題になる．当然のことではあるが，企業の人

為的裁量を表す指標は，分析目的に適合したものでなければならない．

図 1 にもとづいて，まず，企業の人為的裁量と経済成長との関係からみてみよう．経済成長は国

民所得（具体的には GDP）の対前年増加率であらわされる．また，基本モデルを説明した時にす

でに述べたように，個々の企業は，資本市場で調達した資金を運用しながら労働市場で得た労働力

と生産物市場から得た財やサービスとを結び付けることによって新たな財やサービスを生産し，そ

れらを生産物市場で販売することにより付加価値を得る．付加価値を生み出すこのような仕組み全

体を，財務分析でよく用いられるデュポン方式の考え方を借用して，財務データとの関連で統合的

に見直せば，次のようになる．

表 6　実質経済成長率と完全失業率前年

年度 1995 年度 1996 年度 1997 年度 1998 年度 1999 年度

実質経済成長率　（％） 2.5 2.9 0 –1.5 0.7

完全失業率前年差（％） 0.3 0.1 0.2 0.8 0.4

年度 2000 年度 2001 年度 2002 年度 2003 年度 2004 年度

実質経済成長率　（％） 2.6 –0.8 1.1 2.1 2

完全失業率前年差（％） 0 0.5 0.2 –0.3 –0.5

（注）実質経済成長率：http://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/qe072-2/ritu-jfy0722.csv より；アクセス日 2007 年 10 月 10 日．

完全失業率前年差：総務省統計局の完全失業率を加工したもの．

グラフ 7　オークンの法則
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総資本粗付加価値率＝総資本回転率×売上高粗付加価値率・・・・・・・・・・・・（1）式

（注）総資本粗付加価値率＝粗付加価値／総資本

総資本回転率＝売上高／総資本

売上高粗付加価値率＝粗付加価値／売上高

そこで，失業率の変化および経済成長率と上記（1）式を構成している三つの要素（総資本粗付

加価値率，総資本回転率，売上高粗付加価値率）との相関関係をみることによって，オークンの法

則に介在する企業の人為的裁量を表すにふさわしい指標を探してみよう．相関分析に用いたデータ

で，未出の総資本粗付加価値率および総資本回転率は表 7 に，また分析結果は表 8 に示されている．

表 8 から，完全失業率前年差および実質経済成長率の両者との相関係数が高いのは総資本回転率

前年差であることが分かる（グラフ 8 およびグラフ 9 参照）．すなわち，相関関係からみれば，オー

クンの法則が対象にした実質経済成長率と失業率の変化との間に介在させる企業の人為的裁量を表

す指標としては，総資本回転率前年差がふさわしいということになる．

Ⅴ．相関関係からみたフィリップス曲線およびオークンの法則と企業マネジメント

失業とインフレーションとの関係（フィリップス曲線）の間や失業と経済成長との関係（オークン

の法則）の間に企業のマネジメントを介在させる可能性を相関分析の手法を用いて探るのが本稿の

表 7　総資本粗付加価値率、総資本回転率および売上高粗付加価値率の前年差

年度 1995 年度 1996 年度 1997 年度 1998 年度 1999 年度

総資本粗付加価値率前年差（％） 0.096 0.380 –0.032 –0.808 –0.213

総資本回転率前年差　　　（回） –0.005 0.004 –0.009 –0.065 –0.030

売上高粗付加価値率前年差（％） 0.203 0.336 0.146 0.477 0.444

年度 2000 年度 2001 年度 2002 年度 2003 年度 2004 年度

総資本粗付加価値率前年差（％） 0.007 –0.621 0.441 –0.194 0.068

総資本回転率前年差　　　（回） –0.002 –0.026 0.013 –0.014 0.025

売上高粗付加価値率前年差（％） 0.055 –0.130 0.229 0.099 –0.523

（注）日経 NEEDS のデータを加工したもの。

表 8　相関係数

完全失業率前年差 実質経済成長率

総資本粗付加価値率前年差 –0.538 0.766**

総資本回転率前年差 –0.786** 0.727*

売上高粗付加価値率前年差 0.669* –0.201

（注）**1％水準で有意（両側）

*5％水準で有意（両側）
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目的であった．以上の考察結果を，図 1 をベースにした全体像としてあらわしたものが図 2 である．

まず，フィリップス曲線とオークンの法則とについては次のような相関関係がみられた．フィリッ

プス曲線が問題にしている失業とインフレーションとの分析には 1982 ～ 2004 年度のデータが用い

られ，–0.801 の相関係数を得た．また，オークンの法則の対象になっている完全失業率前年差と実

質経済成長率との分析には 1995 ～ 2004 年度のデータが利用され，相関係数は –0.707 であった．

対象にされた年度数に限りはあったが，フィリップス曲線とオークンの法則とが成り立っているこ

とが明らかにされた．

グラフ 8　完全失業率前年差と総資本回転率前年差

グラフ 9　実質経済成長率と総資本回転率前年差
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つぎに，フィリップス曲線が問題にしている失業とインフレーションとの間に企業の意思決定を

介在させるために，企業の意思決定をあらわす指標として売上高粗付加価値率を採用した．1982

～ 2006 年度のデータを用いた相関係数は，完全失業率対売上高粗付加価値率が 0.868，また，消費

者物価上昇率対売上高粗付加価値率が –0.801 であった．このことは，失業とインフレーションと

の間の因果関係を企業の意思決定における目的・手段関係に置き換えて説明できる可能性があるこ

とを物語っている．

後に，オークンの法則が扱っている失業と経済成長との間に企業の意思決定を介在させるため

の指標として総資本回転率を用いた．1995 ～ 2004 年度のデータを用いた総資本回転率前年差との

相関係数は，対完全失業率前年差が –0.786 で，対実質経済成長率が 0.727 であった．これも，フィ

リップ曲線の場合と同様に，経済成長と失業との間の因果関係を企業マネジメントの目的・手段関

係に置き換えて説明できる可能性があることを示している．

あ　と　が　き

以上，相関分析を用いて，失業やインフレーション，経済成長の三者の関係を企業マネジメント

の目的・手段関係に置き換えて説明できる可能性を探ってきた．

分析の結果，フィリップス曲線が問題にしている失業とインフレーションとには売上高粗付加価

値率がやや強い相関を持っていることが分かった．また，オークンの法則が対象にしている失業と

経済成長とには，総資本回転率前年差が，同じく，やや強い相関を持っていることが示された．こ

れらのことは，失業やインフレーション，それに，経済成長の関係を，企業マネジメントの立場か

らの目的・手段関係で説明できる可能性を示唆している．

図 2　相関関係からみた企業のマネジメントとフィリップス曲線およびオークンの法則
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さらに，本稿のベースになている基本モデルにマネー・サプライの問題を組み込めば，Milton 

Friedman の主張するマネー・サプライとインフレーションとの関係も企業マネジメントの立場か

らの目的・手段関係を用いて説明することが可能になる．そこには，マネー・サプライや失業，イ

ンフレーション，それに，経済成長の関係を，市場で形成される冷たい価格メカニズムによって説

明することに換えて，R. H. Coase のいう企業マネジメントによる人為的な裁量にもとづく目的・

手段関係を利用して，統合的に説明することの可能性が秘められている．

Correlation Analysis between Unemployment, Inflation and 
Economic Growth by the Medium of Business Management

Fumihiko GOTO

ABSTRACT

The purpose of this paper is to investigate the possibility of interpreting the causal relationship 

between unemployment, inf lation and economic growth by the end and means relations in the 

management decision of the firms.

First, correlation analysis showed that the ratio of gross value added to sales had slightly strong 

correlation with the rate of unemployment and inflation. Second, correlation analysis told that yearly 

changes in the ratio of sales to total capital had slightly strong correlation with the rate of real economic 

growth and yearly changes in the unemployment rate, too. In these two cases, the aggregated financial 

data of 1,631 firms were used to compute the ratios, the ratio of gross value added to sales and the ratio 

of sales to total capital.

These results say that there is the possibility of interpreting the causal relationship between 

unemployment, inflation and economic growth by the end and means relations in the management 

decision of the firms.




